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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益は関連会社がないため、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

５ 「従業員数」欄のうち、平均臨時雇用者数にはアルバイトも含めて表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 13,832,724 12,421,312 11,646,748 28,522,272 25,739,907

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △275,531 △216,916 5,211 102,739 34,513

中間純損失(△) 
又は当期純利益

(千円) △136,212 △256,742 △2,692,788 262,481 9,464

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,917,769 1,917,769 1,917,769 1,917,769 1,917,769

発行済株式総数 (株) 8,737,717 8,737,717 8,737,717 8,737,717 8,737,717

純資産額 (千円) 2,803,555 2,818,755 458,574 3,095,429 3,128,551

総資産額 (千円) 19,086,505 15,730,384 13,123,017 16,974,391 15,347,239

１株当たり純資産額 (円) 329.47 356.32 58.00 391.10 395.62

１株当たり中間 
純損失(△) 
又は当期純利益

(円) △16.00 △32.44 △340.56 31.02 1.19

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間（年
間）配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.7 17.9 3.5 18.2 20.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △805,363 285,812 215,729 △19,369 523,258

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △132,528 619,381 △30,456 1,244,490 769,280

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △589,471 △879,220 278,152 △2,628,874 △1,391,220

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 281,739 431,323 770,094 405,349 306,668

従業員数
〔外、平均臨時
 雇用者数〕

(人)
307

〔626〕

280

〔551〕

273

〔558〕

297

〔601〕

274

〔554〕



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の期中平均雇用人員(月170時間を１人として換算)であります。なお、

アルバイトも含めております。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、「すみや労働組合」と呼称し、上部団体「UIゼンセン同盟専門店ユニオン連合

会」へ加盟しております。 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

従業員数(人)
273
(558)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における我が国の経済情勢は、堅調な企業業績による設備投資の増加などを背景に、景気の

踊り場からの脱却の兆しが見えてきているものの、原油価格の高騰や大規模な自然災害、不安定な世界

情勢の動向等、不確定要因もあり、先行きの不透明感が払拭できない状況が続きました。 

 小売業界におきましては、年金保険料・税負担の増加の影響などもあり、引き続き個人消費は回復力

の乏しい状況が続いており、一方では企業間競争が一層激化するなど、依然として厳しい経営環境が続

いております。 

 このような情勢のなか、当社は新たな中期経営計画「すみやリバイバルプラン（ＳＲＰ）」の諸施策

に全力で取り組んでまいりました。 

 具体的には、旗艦店である「静岡本店」及び「メディアナウ三島店」において、お買物の利便性・機

能性及び店舗の収益性を高めることを狙いとした、店舗の移転・統合を実施いたしました。また、本年

８月には株式会社ゲオとの提携により、そのノウハウを活かした中古ゲームソフトの販売・買取機能を

既存店舗内にインショップ形態で導入した新業態店舗２店舗を関東エリアにオープンいたしました。さ

らに、９月からはオリコン株式会社との提携により、ホームページでの音楽配信事業を開始、その他に

も鈴与商事株式会社との連携による販促施策の拡充など、積極的な外部ノウハウの導入・他社との連携

により各種施策を展開させております。 

 店舗の出退店につきましては、新店舗「すみや茅ヶ崎サティ店」をオープンするとともに、不採算店

舗８店舗の撤退もあわせて実施した結果、店舗数は期初の６８店舗から中間期末は６１店舗となりまし

た。 

 売上高につきましては、６月度よりＣＤの売上が回復をみせ好調に推移いたしましたが、不採算店の

撤退もあり、１１６億４６百万円（前年同期比６．２％減）、売上総利益につきましては、ＣＤソフト

が好調に推移し売上総利益率が改善され、概ね計画通りの、３１億３７百万円（同３．０％減）となり

ました。販売費及び一般管理費につきましては、不採算店の撤退や人件費を中心とした経費削減の諸施

策を継続的に実施した結果、前年同期に比べ１億９９百万円減少し、３１億６９百万円（同５．９％

減）となりました。 

 この結果、営業損失は、前年同期に比べ１億１百万円改善し３１百万円、さらに営業外収益が前年同

期に比べ１億２１百万円増加したため、経常損益は前年同期に比べ２億２２百万円と大幅改善し、５百

万円の黒字決算となりました。 

 中間純損失は、固定資産の減損会計の導入による特別損失２４億７１百万円を計上したため、２６億

９２百万円となりました。 



次に、主要部門の営業成績につきましてご報告いたします。 

「音楽映像ソフト・書籍部門」  売上高９５億３３百万円（前年同期比６．０％減） 

ＣＤソフトは、当中間期は前期に比してヒット作品の発売が増加したことや、店頭在庫の品揃え見

直しの効果により基準在庫商品の売上が好調に推移し、計画を上回りましたが、不採算店の撤退もあ

り、売上は前年を下回り、前年同期比６．３％の減収（純既存店前年同期比３．６％の減収）となり

ました。ＤＶＤソフトは、価格競争の激化や単価の下落などが影響し、売上は前年を下回り、前年同

期比６．５％の減収（同３．６％の減収）となりました。ゲームソフトは取り扱い店舗の減少により

前年同期比７．１％の減収（同３．２％の減収）となりました。以上の結果、音楽映像ソフト部門全

体での売上は前年同期比６．３％の減収（同３．４％の減収）となりました。 

 なお、書籍部門は、取り扱い店舗の減少により、前年同期比４．９％の減収、レンタル部門は、イ

ンターネットカフェ事業の売上を含むため、前年同期比２．１％の増収となりました。 

  

「楽器・音楽教室部門」  売上高１３億８７百万円（前年同期比５．３％減） 

楽器部門は、ギターなどのＬＭ楽器が堅調に推移いたしましたが、大型鍵盤を中心とした鍵盤楽器

の売上不振により、前年同期比６．３％の減収となりました。 

 音楽教室部門は、成人向け音楽教室は引き続き好調でしたが、パソコン教室の新入会員減少などに

より、前年同期比３．３％の減収となりました。 

  

「ＡＶ機器・リビング部門」  売上高７億２５百万円（前年同期比１１．１％減） 

ＡＶ機器部門は、高級オーディオ・中古オーディオを中心とした販売施策と、それらに組み合わせ

た家具・インテリア等リビング商品のセット販売に注力しましたが、液晶テレビなどでの価格競争が

激しく、ＡＶ機器では前年同期比１１．０％減収、リビングは前年同期比１４．３％の減収となりま

した。なお、デジタルオーディオプレーヤーは計画通り順調に推移いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物は、税引前中間純損失の計上がなされたものの、棚卸資産の削

減効果などにより、前期末比４億６３百万円 増加し、７億７０百万円（前期末比２５１．１％）とな

りました。なお、当中間期における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

中間純損失の計上や仕入債務の減少がありましたものの、引当金の増加や棚卸資産の減少などがあ

り、前年同期比７０百万円収入減となり、２億１５百万円の純収入となりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

敷金・保証金の返還などによる収入がありましたが、新店投資などの有形固定資産の取得による支

出などがあり、前年同期比６億４９百万円の支出増となり、３０百万円の純支出となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

短期借入金の減少や社債の償還による支出がありましたものの、長期借入金の借入による収入によ

り、前年同期比１１億５７百万円の収入増となり、２億７８百万円の純収入となりました。 

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

(1) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間中の組織変更に伴い、リビング（家具・インテリア）の商品区分の変更を行いました。前

事業年度までの「ＡＶ機器部門」の名称を、「ＡＶ機器・リビング部門」と改め、「楽器・音楽教室等部

門」に計上していたリビングの販売実績（当中間会計期間26,315千円、前中間会計期間30,718千円）を

「ＡＶ機器・リビング部門」に計上することといたしました。この結果、前中間会計期間の実績を、当中

間会計期間の商品区分に変更して表記しております。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間中の組織変更に伴い、リビング（家具・インテリア）の商品区分の変更を行いました。前

事業年度までの「ＡＶ機器部門」の名称を、「ＡＶ機器・リビング部門」と改め、「楽器・音楽教室等部

門」に計上していたリビングの販売実績（当中間会計期間20,061千円、前中間会計期間25,761千円）を

「ＡＶ機器・リビング部門」に計上することといたしました。この結果、前中間会計期間の実績を、当中

間会計期間の商品区分に変更して表記しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成１６年３月期より「経営改革プラン」を策定し、実行してまいりました。「経営改革プラ

ン」は所定の成果を収め２期連続の黒字化を達成することができましたが、当社を取り巻く環境変化のス

ピードがより一層早まっており、将来的に、主力商品であるパッケージソフト市場の縮小も想定されるこ

とから、前期に策定いたしました従来の中期経営計画を見直し、経営諸課題への対応を前倒しして進めて

いくことが必要であると判断いたしました。当社は、中長期的視野に立ち、競争力を維持し継続的な成長

を遂げてゆくために、収益力の改善と財務の健全化のスピードを加速させるとともに、次なる成長発展へ

の道筋についても早期に明確にするため、期初より新たな中期経営計画を策定し、これを「すみやリバイ

バルプラン（ＳＲＰ）」と命名し、「事業構造の転換」と「収益改善策の速やかな実行と財務体質の健全

化」を主題に掲げ、経営構造改革を推進しております。 

 上記の「すみやリバイバルプラン（ＳＲＰ）」の具体的実行が当面重要な経営課題となります。当社は

同計画を確実に推進していくため、社内に「ＳＲＰ推進室」を設置し、下記の諸施策を実施してまいりま

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％)

音楽映像ソフト・書籍部門 9,533,538 94.0

楽器・音楽教室部門 1,387,564 94.7

ＡＶ機器・リビング部門 725,645 88.9

合計 11,646,748 93.8

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％)

音楽映像ソフト・書籍部門 6,937,256 94.0

楽器・音楽教室部門 935,531 97.6

ＡＶ機器・リビング部門 523,951 86.1

合計 8,396,738 93.8



す。 

①成長性のある次世代型ビジネスモデルの策定 

・当社の経営資源と他社のノウハウの組み合わせによる新たな柱となる事業、付加していく事業、パ

ッケージソフト市場の縮小にも対応可能な次世代店舗の開発 

・店舗戦略・販売戦略の地域別・業態別見直し、各地域の状況に応じた事業プランの策定 

②既存事業の活性化及び店舗戦略の再構築 

・権限委譲による現場活性化と営業本部現場支援機能強化による競合対策の強化、店頭の情報発信

力・販売力・商品提案力の強化 

・会員制組織「すみやＣＬＵＢ」を軸とするＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメン

ト）活動の強化（顧客情報の販売促進活動への活用） 

・音楽教室、イベント・プロモート事業、楽器レンタル等利益率の高いビジネスの育成・強化 

③収益改善策の速やかな実行と財務体質の健全化 

・不振店の撤退と業態変更、主要拠点にある複数の赤字店舗の整理・統合、本部・本社費他経費削減

等による収益改善 

・在庫の削減、借入金の圧縮によるバランスシートの改善 

・固定資産の減損会計導入及び実施後の対応策確立 

④人的資産の育成と活用 

・中堅幹部、店長、マーチャンダイザー、販売スペシャリスト等の計画的育成・教育研修機能の整備

と研修実施 

・モチベーション向上につながる人事制度の検討・導入 

⑤経営管理力・組織運営力の強化 

・パッケージソフト市場の縮小等のリスクを織り込んだ新たな経営戦略の明確化、リスク対策の策定

・取締役の役割分担及び責任と権限の明確化と次期経営戦略策定・推進体制構築 

・業務執行部門の組織運営体制の整備・強化と販売現場への権限委譲 

・次世代経営を担う経営幹部養成と次期経営体制の検討 

以上を実施することと同時に、売上・売上総利益の増加をはかるための諸活動を積極的に展開してまい

ります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中の重要な設備の新設、除却等の重要な変更はありま

せん。 

  

(2) 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容
投資額
（千円）

完了年月
完成後の
増加能力
（売場面積）

すみや
茅ヶ崎サティ店
（神奈川県茅ヶ崎市）

音楽映像ソフト部門 新規出店 18,492 平成17年6月 397㎡



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。当会社の発行する株式の総数は、23,100,000株とする。ただし、株

式の消却が行われた場合には、これに相当する株式の数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 23,100,000

計 23,100,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 8,737,717 同左
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 8,737,717 同左 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 当中間期末において、自己株式831,583株(9.52％)を保有しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年９月30日 ― 8,737,717 ― 1,917,769 ― 479,442

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

すみや不動産株式会社 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目６番地の９ 1,965 22.49

川 辺   繁 静岡県静岡市葵区緑町８―18 440 5.04

株式会社 静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 391 4.48

川 辺   哲 静岡県静岡市葵区安東３丁目３―39 304 3.49

すみや社員持株会 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目６番地の９ 297 3.40

川 邉  富 代 静岡県静岡市葵区西草深町28－12 261 2.99

川 邊   剛 静岡県静岡市葵区上足洗２丁目２―21―８ 185 2.13

川 邉   卓 埼玉県所沢市東町23―１ 171 1.96

川 辺   誠 東京都大田区矢口３丁目２―16 170 1.95

 望 月  智 子 東京都町田市金井６丁目31－１ 130 1.49

小 野  洋 子 静岡県静岡市葵区安東３丁目７－47 130 1.49

計 ― 4,447 50.90



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式583株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  831,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,836,000 7,836 同上

単元未満株式 普通株式   70,717 ― 同上

発行済株式総数 8,737,717 ― ―

総株主の議決権 ― 7,836 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社すみや

静岡県静岡市葵区呉服町
１丁目６番地の９

831,000 ― 831,000 9.51

計 ― 831,000 ― 831,000 9.51



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動の該当事項

はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 377 282 238 216 245 275

最低(円) 150 184 183 188 193 213



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成１６年１月３０日内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

静岡監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※ 会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

資産基準 0.2％

売上高基準 0.0％

利益基準 0.0％

利益剰余金基準 0.0％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 431,323 770,094 306,668

２ 売掛金 ※２ 427,750 382,611 412,444

３ たな卸資産 5,756,686 5,561,083 5,681,174

４ その他 ※２ 536,891 514,530 635,871

５ 貸倒引当金 △762 △702 △731

流動資産合計 7,151,889 45.5 7,227,617 55.1 7,035,427 45.8

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産 ※1.2

１ 建物 1,043,475 590,541 904,435

２ 土地 2,858,926 737,488 1,473,534

３ その他 537,621 353,999 471,402

有形固定資産合計 4,440,023 28.2 1,682,028 12.8 2,849,373 18.6

(2) 無形固定資産 166,751 1.1 113,511 0.9 137,416 0.9

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 ※２ 327,196 386,506 355,188

２ 敷金保証金 ※２ 3,049,992 2,829,503 2,895,748

３ その他 ※1.2 594,530 877,683 2,061,751

投資その他の資産 
合計

3,971,719 25.2 4,093,693 31.2 5,312,688 34.6

固定資産合計 8,578,494 54.5 5,889,233 44.9 8,299,478 54.1

Ⅲ 繰延資産

社債発行費 ― 6,166 12,333

繰延資産合計 ― 6,166 0.0 12,333 0.1

資産合計 15,730,384 100.0 13,123,017 100.0 15,347,239 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 13,067 10,322 9,695

２ 買掛金 1,556,065 1,282,014 1,407,457

３ 短期借入金 ※２ 8,011,800 7,480,000 7,551,400

４ 一年以内償還予定 

  社債
― 100,000 100,000

５ 一年以内返済予定 
  長期借入金

※２ 971,096 447,796 346,296

６ 未払法人税等 28,933 29,111 56,635

７ 賞与引当金 73,673 136,269 32,500

８ ポイント引当金 244,787 241,950 244,282

９ その他 ※2.3 480,613 596,783 456,404

流動負債合計 11,380,036 72.4 10,324,248 78.7 10,204,671 66.5

Ⅱ 固定負債

１ 社債 ― 350,000 400,000

２ 長期借入金 ※２ 509,471 881,475 583,073

３ 繰延税金負債 16,374 35,759 27,901

４ 退職給付引当金 717,277 773,229 746,640

５ 役員退職給与引当金 75,175 86,657 81,261

６ その他 213,294 213,073 175,140

固定負債合計 1,531,592 9.7 2,340,195 17.8 2,014,016 13.1

負債合計 12,911,629 82.1 12,664,443 96.5 12,218,687 79.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,917,769 12.2 1,917,769 14.6 1,917,769 12.5

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 479,442 479,442 479,442

２ その他資本剰余金 500,105 500,105 500,105

資本剰余金合計 979,547 6.2 979,547 7.4 979,547 6.4

Ⅲ 利益剰余金

中間未処理損失 ― 2,420,842 ―

中間(当期)未処分 
利益

5,738 ― 271,946

利益剰余金合計 5,738 0.0 △2,420,842 △18.4 271,946 1.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

24,818 0.2 91,970 0.7 68,809 0.4

Ⅴ 自己株式 △109,119 △0.7 △109,870 △0.8 △109,521 △0.7

資本合計 2,818,755 17.9 458,574 3.5 3,128,551 20.4

負債・資本合計 15,730,384 100.0 13,123,017 100.0 15,347,239 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,421,312 100.0 11,646,748 100.0 25,739,907 100.0

Ⅱ 売上原価 9,185,708 74.0 8,508,764 73.1 18,919,975 73.5

売上総利益 3,235,604 26.0 3,137,984 26.9 6,819,932 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,368,280 27.1 3,169,267 27.2 6,641,560 25.8

営業損失 132,676 △1.1 31,283 △0.3 ― ―

営業利益 ― ― ― ― 178,372 0.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 230,334 1.9 351,782 3.0 477,815 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 314,574 2.5 315,288 2.7 621,674 2.4

経常損失 216,916 △1.7 ― ― ― ―

経常利益 ― ― 5,211 0.0 34,513 0.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 91,070 0.7 29 0.0 130,448 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４ 117,954 1.0 2,685,376 23.0 129,610 0.5

税引前中間純損失 243,799 △2.0 2,680,135 △23.0 ― ―

税引前当期純利益 ― ― ― ― 35,351 0.1

法人税、住民税 
及び事業税

12,943 0.1 12,652 0.1 25,886 0.1

中間純損失 256,742 △2.1 2,692,788 △23.1 ― ―

当期純利益 ― ― ― ― 9,464 0.0

前期繰越利益 262,481 271,946 262,481

中間未処理損失 ― 2,420,842 ―

中間(当期)未処分 
利益

5,738 ― 271,946



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

１ 税引前当期純利益 
  又は中間純損失(△)

△243,799 △2,680,135 35,351

２ 減価償却費 181,259 121,806 364,836

３ 減損損失 ― 2,471,006 ―

４ 賞与引当金増加額 
  (△減少額)

△29,206 103,769 △70,380

５ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額)

△9 △29 △40

６ 役員退職給与引当金増加額 
  (△減少額)

1,961 5,396 8,047

７ 退職給付引当金増加額 
  (△減少額)

12,433 26,588 41,797

８ ポイント引当金の増加額 
  (△減少額)

4,825 △2,332 4,320

９ 受取利息及び配当金 △2,774 △2,253 △7,056

10 支払利息 155,311 149,238 299,848

11 投資有価証券売却益 △91,061 ― △130,408

12 投資有価証券評価損 ― ― 772

13 固定資産除却損 62,933 7,132 70,217

14 売上債権の減少額 
  (△増加額)

△1,811 23,556 19,828

15 たな卸資産の減少額 
  (△増加額)

295,414 120,090 370,927

16 仕入債務の増加額 
  (△減少額)

16,496 △124,815 △135,483

17 その他 107,710 172,982 △26,386

小計 469,684 392,001 846,193

18 利息及び配当金の受取額 2,765 2,253 7,047

19 利息の支払額 △159,544 △153,104 △302,670

20 法人税等の支払額 △27,093 △25,421 △27,312

営業活動による 
キャッシュ・フロー

285,812 215,729 523,258

 



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

１ 定期預金の払戻による収入 300,000 ― 300,000

２ 有価証券の売却による収入 7,300 ― 10,985

３ 有形固定資産の取得による 
  支出

△49,907 △102,986 △107,846

４ 無形固定資産の取得による 
  支出

△7,491 △3,343 △9,006

５ 投資有価証券の取得による 
  支出

△313 △298 △5,197

６ 投資有価証券の売却による 
  収入

97,185 ― 168,168

７ 敷金保証金の差入による 
  支出

△69,069 △47,162 △79,857

８ 敷金保証金の回収による 
  収入

311,307 111,943 476,339

９ その他 30,370 11,391 15,695

投資活動による 
キャッシュ・フロー

619,381 △30,456 769,280

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 社債発行による収入 ― ― 500,000

２ 社債の償還による支出 ― △50,000 ―

３ 短期借入金の増加額 
  (△減少額)

△377,654 △71,400 △838,054

４ 長期借入れによる収入 600,000 650,000 800,000

５ 長期借入金の返済による 
  支出

△1,100,973 △250,098 △1,852,171

６ 自己株式取得による支出 △593 △349 △994

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△879,220 278,152 △1,391,220

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額)

25,973 463,425 △98,681

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 405,349 306,668 405,349

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末 
  (期末)残高

431,323 770,094 306,668



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社は、抜本的な経営改革をめざ

して実施した『経営改革プラン』が

予定どおり終了し、前事業年度にお

いて102,739千円の経常利益、およ

び262,481千円の当期純利益を計上

し、黒字転換を実現いたしました

が、過去に大幅な当期純損失を計上

したことを主要因として、直近３事

業年度で現金及び現金同等物が大幅

に減少しておりました。加えて、長

期債務の短期債務への切り換えが増

加し、その結果、資金残高に比して

流動負債たる借入金残高が多額とな

る状況にあります。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。

 当社はこの様な状況を早期に解消

すべく、当事業年度からの新たな中

期経営計画を策定し、それを『経営

改革プラン：第２フェーズ』と位置

づけ、継続的に安定した経営に向か

って、さらなる収益性の改善と財務

体質の健全化に全力で取り組んでお

ります。具体的には下記の諸施策を

実施しております。

①持続的成長を続けるための戦略策

定と実証

◇既存事業の活性化 … 現場活

性化と競合対策の強化、店頭の

情報発信力・販売力・商品提案

力の強化、不振事業・不振店へ

の対策の明確化、現場への権限

委譲、等

◇新たな柱となる事業、付加して

いく事業の開発 … CD・DVD

のリサイクル事業や音楽教室等

の利益率の高いビジネスの育

成・強化、経営資源を活かした

新たな成長事業・サービス・業

態の立ち上げ、教室事業・カフ

ェ・レンタル事業等における外

部経営ノウハウの導入、等

◇地域戦略の再構築

◇次世代型AVソフト店舗づくりの

ためのプロジェクトの立ち上げ

 当社は、前期まで２期連続の黒字

を達成いたしましたが、過去に大幅

な損失を計上したことを主要因とし

て、平成１６年３月期までの３事業

年度で現金及び現金同等物が大幅に

減少しております。また、当中間期

は短期債務から長期債務への切り換

えが進みつつあるものの、いまだ資

金残高に比して短期借入金残高が多

額となる状況にあります。さらに、

当中間期からの「固定資産の減損会

計」の導入に伴い、一部の土地の含

み損を中心に多額の減損損失が発生

し、純資産が大幅に毀損しておりま

す。当該状況により継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。

 当社はこの様な状況を解消すべ

く、平成１６年３月期より「経営改

革プラン」を導入し、前期まで２期

連続の黒字化を達成することができ

ましたが、当社を取り巻く環境変化

に対応し、さらなる経営構造改革を

推進するため、従来の中期経営計画

を見直し、期初に新たな中期経営計

画を策定いたしました。これを「す

みやリバイバルプラン（ＳＲＰ）」

と命名し、下記に記載の諸施策を実

施しております。

①成長性のある次世代型ビジネスモ

デルの策定

・当社の経営資源と他社のノウハウ

の組み合わせによる新たな柱とな

る事業、付加していく事業、パッ

ケージソフト市場の縮小にも対応

可能な次世代店舗の開発

・店舗戦略・販売戦略の地域別・業

態別見直し、各地域の 状況に応

じた事業プランの策定

②既存事業の活性化及び店舗戦略の
再構築

・権限委譲による現場活性化と営業

本部現場支援機能強化による競合

対策の強化、店頭の情報発信力・

販売力・商品提案力の強化

・会員制組織「すみやＣＬＵＢ」を

軸とするＣＲＭ（カスタマー・リ

レーションシップ・マネジメン

ト）活動の強化（顧客情報の販売

促進活動への活用

・音楽教室、イベント・プロモート

事業、楽器レンタル等利益率の高

いビジネスの育成・強化

 当社は、２期連続の黒字を達成い

たしましたが、過去に大幅な損失を

計上したことを主要因として、平成

１６年３月期までの３事業年度で現

金及び現金同等物が大幅に減少して

おります。また、当期は長期債務の

短期への切り換えは改善しつつある

ものの、未だ資金残高に比して短期

借入金残高が多額となる状況にあり

ます。また、平成１８年３月期に

は、固定資産の減損会計の導入に伴

い、一部の土地の含み損を中心に固

定資産の減損損失の発生が見込まれ

ます。当該状況により、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 当社はこの様な状況を解消すべ

く、平成１６年３月期より「経営改

革プラン」を導入し、継続的に安定

した経営に向かって、さらなる収益

性の改善と財務体質の健全化をはか

ってまいりました。また、当事業年

度で２期連続の経常利益黒字化を契

機に、取引条件の改善等の協力依頼

を推進いたします。これと並行し

て、今後３カ年の中期経営計画を見

直し、下記に記載の諸施策を実施し

てまいります。

①成長性のある次世代型ビジネスモ

デルの策定

・当社の経営資源と他社のノウハウ

の組み合わせによる新たな柱とな

る事業、付加していく事業、パッ

ケージソフト市場の縮小にも対応

可能な次世代店舗の開発

・店舗戦略・販売戦略の地域別・業

態別見直し、各地域の 状況に応

じた事業プランの策定

②既存事業の活性化及び店舗戦略の
再構築

・権限委譲による現場活性化と営業

本部現場支援機能強化による競合

対策の強化、店頭の情報発信力・

販売力・商品提案力の強化

・会員制組織「すみやＣＬＵＢ」を

軸とするＣＲＭ（カスタマー・リ

レーションシップ・マネジメン

ト）活動の強化（顧客情報の販売

促進活動への活用）

・音楽教室、イベント・プロモート

事業、楽器レンタル等利益率の高

いビジネスの育成・強化



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

②収益構造の改善と健全な財務体質

の構築

◇損益改善 … 不振店の撤退と

業態変更、本部・本社費ほか経

費削減、等

◇バランスシートの改善 … 在

庫の徹底削減、保証金の流動化

と借入金の圧縮

③人的資産の育成と活用

◇接客研修・商品知識研修の実施

◇経営幹部、中堅幹部、店長、マ

ーチャンダイザー、販売スペシ

ャリスト等の教育研修機能の整

備

◇成果主義に基づく人事評価の推

進(現行人事制度の見直し)

④経営管理力の革新

◇経営と執行それぞれの体制の再

構築 … 経営管理者と業務執

行者の役割分担及び責任と権限

の明確化、経営意思決定機能と

経営戦略策定機能の体制整備

◇新たな経営戦略の明確化とトッ

プマネジメントの意識改革

◇業務執行部門の組織運営体制の

整備と販売現場への権限委譲

 以上を実施することと並行して、

売上・売上総利益の増加をはかるた

めの販売促進活動を積極的に展開し

ております。

 また、当事業年度期初より、経常

黒字の継続化、資産のスリム化、キ

ャッシュ・フローの安定化を最重要

課題と位置づけるとともに、引き続

き金融機関に対し長期安定資金の供

給について交渉を継続しておりま

す。

 なお、前事業年度１億円の経常利

益達成を機に、取引金融機関の弊社

への信用力が回復し、主力銀行の支

援はもとより他の取引行から新規融

資の実行、短期資金から長期資金へ

のシフト、借入金利の引き下げ等が

実現するなど金融取引に対する前向

きな姿勢が広がっております。また

一方、敷金・保証金の流動化による

資産のスリム化、在庫削減による商

品効率の向上によるキャッシュ・フ

ローの改善に全社をあげて取り組ん

でおります。

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

③収益改善策の速やかな実行と財務
体質の健全化

・不振店と撤退と業態変更、主要拠

点にある複数の赤字店舗整理・統

合、本部・本社費他経費削減等に

よる収益改善

・在庫の削減、借入金の圧縮による

バランスシートの改善

・固定資産の減損会計導入及び実施

後の対応策確立

④人的資産の育成と活用

・中堅幹部、店長、マーチャンダイ

ザー、販売スペシャリスト等の計

画的育成・教育研修機能の整備と

研修実施

・モチベーション向上につながる人

事制度の検討・導入

⑤経営管理力・組織運営力の強化

・パッケージソフト市場の縮小等の

リスクを織り込んだ新たな経営戦

略の明確化、リスク対策の策定

・取締役の役割分担及び責任と権限

の明確化と次期経営戦略策定・推

進体制構築

・業務執行部門の組織運営体制の整

備・強化と販売現場への権限委譲

・次世代経営を担う経営幹部養成と

次期経営体制の検討

 「すみやリバイバルプラン（ＳＲ

Ｐ）」の諸施策を確実に実施し、継

続的な安定した収益構造を確立する

ことにより、毀損した純資産を早期

に回復することに邁進いたします。

また、前期までの２期連続経常利益

黒字化を契機に、長期安定資金の調

達の交渉が可能となり、財務・資金

面での改善の兆しが現れ始めており

ます。以上の結果、継続企業の前提

に関する重要な疑義は存在するもの

の、疑義の解消は十分可能であると

判断しております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

③収益改善策の速やかな実行と財務
体質の健全化

・不振店と撤退と業態変更、主要拠

点にある複数の赤字店舗整理・統

合、本部・本社費他経費削減等に

よる収益改善

・在庫の削減、借入金の圧縮による

バランスシートの改善

・固定資産の減損会計導入及び実施

後の対応策確立

④人的資産の育成と活用

・中堅幹部、店長、マーチャンダイ

ザー、販売スペシャリスト等の計

画的育成・教育研修機能の整備と

研修実施

・モチベーション向上につながる人

事制度の検討・導入

⑤経営管理力・組織運営力の強化

・パッケージソフト市場の縮小等の

リスクを織り込んだ新たな経営戦

略の明確化、リスク対策の策定

・取締役の役割分担及び責任と権限

の明確化と次期経営戦略策定・推

進体制構築

・業務執行部門の組織運営体制の整

備・強化と販売現場への権限委譲

・次世代経営を担う経営幹部養成と

次期経営体制の検討

 以上を実施することと同時に、売

上・売上総利益の増加をはかるため

の諸活動を積極的に展開してまいり

ます。今後も経常利益の黒字の継

続、資産のスリム化、キャッシュ・

フローの安定化を推進し、金融機関

との間で長期安定資金の供給を受け

るべく、協議を進めております。当

事業年度には新規融資が実現し、主

力銀行及び他の取引銀行からも金融

支援に前向きな姿勢を示していただ

いております。

 財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

 商品(各種楽器、ＡＶ(音

響・映像)機器、家電品、

家具、情報・通信機器)

 ……先入先出法による

低価法

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……売価還元法による

低価法

(1) たな卸資産

 商品(各種楽器、ＡＶ(音

響・映像)機器、家電品、

家具、情報・通信機器)

 ……同左

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……同左

(1) たな卸資産

 商品(各種楽器、ＡＶ(音

響・映像)機器、家電品、

家具、情報・通信機器)

 ……同左

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……同左

(2) 有価証券

 満期保有目的の債券

 ……償却原価法(定額

法)

 子会社株式及び関連会社

株式

 ……移動平均法による

原価法

 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法

   (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 ……移動平均法による

原価法

(2) 有価証券

＿＿＿＿＿＿＿

 子会社株式及び関連会社

株式

 ……同左

 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……同左

 時価のないもの

 ……同左

(2) 有価証券

 ＿＿＿＿＿＿＿

 子会社株式及び関連会社

株式

 ……同左

 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法

   (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 ……同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

 定率法。ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については、定

額法。

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

 建物及び構築物

３～34年

 器具及び備品

３～13年

 また、取得価額が10万

円以上20万円未満の減価

償却資産については、３

年間で均等償却。

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

同左

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法。なお、自社利

用のソフトウェアについ

ては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく

定額法。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 均等償却。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間期の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。

(3) ポイント引当金

 ポイントカード販売促

進制度のポイント使用に

よる売上値引に備えるた

め、使用実績率に基づき

将来使用されると見込ま

れる金額を計上しており

ます。

(3) ポイント引当金

同左

(3) ポイント引当金

同左

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

 なお、会計基準変更時

差異は15年による均等額

を費用処理しておりま

す。前事業年度末(平成

16年３月31日)現在の未

処理額382,827千円は、

当事業年度より11年間で

均等処理することとなり

ます。

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

 会計基準変更時差異に

ついては、15年による均

等額を費用処理しており

ます。

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

 会計基準変更時差異に

ついては、15年による均

等額を費用処理しており

ます。

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

 



 
  
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 役員退職給与引当金

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を計上し

ております。

(5) 役員退職給与引当金

同左

(5) 役員退職給与引当金

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなります。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月

31日)を適用しております。 

 これにより、特別損失に減損損失

を2,471,006千円計上し、一方で減

価償却費等の負担が軽減したため、

営業損益が50,202千円、経常損益が

55,005千円増益、税引前中間純損益

が2,416,000千円減益となっており

ます。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 3,626,205千円

賃貸不動産 211,339千円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 3,626,346千円

賃貸不動産 372,474千円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 3,615,708千円

賃貸不動産 356,642千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 22,790千円

土地 2,841,166千円

建物 104,787千円

有価証券 3,688千円

 (商品券発行に伴う差入分)

投資有価証券 132,970千円

敷金保証金 4,692千円

計 3,110,094千円

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 373,692千円

 (一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 2,732,713千円

預り金 9,450千円

計 3,115,855千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 20,077千円

土地 719,728千円

賃貸不動産 308,369千円

投資有価証券 180,070千円

敷金保証金 2,346千円

計 1,230,591千円

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 880,071千円

 (一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 1,646,077千円

計 2,526,148千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 21,073千円

土地 1,455,774千円

建物 41,941千円

賃貸不動産 1,444,377千円

投資有価証券 140,790千円

敷金保証金 2,346千円

計 3,106,303千円

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 525,000千円

(一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 2,892,883千円

計 3,417,883千円

※３ 消費税等の表示方法

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の表示方法

同左

※３    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 655千円

賃貸料収入 160,035千円

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 250千円

賃貸料収入 175,553千円

インセンティ
ブ清算益

120,000千円

 

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 2,915千円

賃貸料収入 334,177千円

 

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 155,311千円

賃貸原価 157,842千円

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 142,687千円

社債利息 6,384千円

賃貸原価 159,178千円

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 296,882千円

社債利息 2,966千円

賃貸原価 318,820千円

※３ 特別利益の主要な内訳

投資有価証券 
売却益

91,061千円

※３ 特別利益の主要な内訳

＿＿＿＿＿＿＿

※３ 特別利益の主要な内訳

投資有価証券 
売却益

130,408千円

 

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産 
除却損

75,530千円

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産
除却損

31,825千円

減損損失 2,471,006千円

厚生年金基金
脱退損

103,735千円
 

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産
除却損

86,414千円

商品評価損 39,995千円

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 132,707千円

無形固定資産 33,285千円

賃貸不動産 14,701千円

計 180,694千円
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 79,122千円

無形固定資産 26,668千円

賃貸不動産 15,864千円

計 121,656千円
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 267,086千円

無形固定資産 64,135千円

賃貸不動産 32,660千円

計 363,883千円

 

 ６ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用 途 営業店舗・賃貸不動産

種 類
土地、建物、構築物、器具備
品、リース資産、ソフトウェ
ア

場 所

東海・関東地区の
 営業店舗２６店舗 
 賃貸不動産１店舗 
 駐車場用地１ヶ所

金 額 2,471,006千円

 当社は、キャッシュ・フローの

最小組成単位としての店舗を1単

位の資産グループとして捉えてお

ります。連続して営業損失を計上

した店舗及び土地の評価額が簿価

に対し大幅に下落した土地に係る

店舗の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(2,471,006千円)として特別損失

に計上いたしました。

 減損損失の内訳は,土地

1,837,577千円、建物357,322千

円、構築物40,680千円、器具備品

79,486千円、リース資産155,392

千円、ソフトウェア548千円であ

ります。



 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

 なお、当店舗の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額等に基づき

算定した正味売却価額または使用

価値のいずれか多額の方により測

定しており、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定して

おります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 431,323千円

現金及び現金 
同等物

431,323千円

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 770,094千円

現金及び現金
同等物

770,094千円

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金勘定 306,668千円

現金及び現金
同等物

306,668千円



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

器具及び備品

取得価額 
相当額

1,141,142千円

減価償却 
累計額相当額

726,142千円

中間期末残高 
相当額

414,999千円

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

1,145,443千円

減価償却
累計額相当額

765,023千円

減損損失
累計額相当額

153,461千円

中間期末残高
相当額

226,959千円

車輌運搬具

取得価額
相当額

7,322千円

減価償却
累計額相当額

900千円

減損損失
累計額相当額

1,930千円

中間期末残高
相当額

4,492千円

合 計

取得価額
相当額

1,152,766千円

減価償却
累計額相当額

765,923千円

減損損失
累計額相当額

155,392千円

中間期末残高
相当額

231,451千円

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

器具及び備品

取得価額
相当額

1,184,761千円

減価償却
累計額相当額

811,652千円

期末残高
相当額

373,108千円

車輌運搬具

取得価額
相当額

4,250千円

減価償却
累計額相当額

159千円

期末残高
相当額

4,090千円

合  計

取得価額
相当額

1,189,011千円

減価償却
累計額相当額

811,812千円

期末残高
相当額

377,198千円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 

１年以内 194,402千円

１年超 238,513千円

合計 432,915千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定期

末残高

未経過リース料中間期末残高
相当額

１年以内 192,733千円

１年超 178,333千円

合計 371,067千円

リース資産減
損勘定期末残
高

107,608千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１年以内 193,022千円

１年超 201,334千円

合計 394,357千円



  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 117,835千円

減価償却費 
相当額

106,846千円

支払利息 
相当額

9,564千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 122,895千円

リース資産減
損勘定の取崩
額

31,245千円

減価償却費
相当額

77,435千円

支払利息
相当額

7,310千円

減損損失 155,392千円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 231,700千円

減価償却費
相当額

209,693千円

支払利息
相当額

18,563千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
       同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
       同左

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

(5) 利息相当額の算定方法
       同左

(5) 利息相当額の算定方法 
       同左

２ オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

１年以内 1,320,439千円

１年超 6,430,172千円

合計 7,750,611千円

２ オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

１年以内 1,221,127千円

１年超 4,536,646千円

合計 5,757,774千円

２ オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料

１年以内 1,318,399千円

１年超 5,592,335千円

合計 6,910,735千円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間)(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては中間期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

  国債・地方債等 3,688 3,698 10

計 3,688 3,698 10

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

(2) その他有価証券

株式 282,492 323,686 41,193

計 282,492 323,686 41,193

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式 16,000

(2) その他有価証券

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 3,510

計 19,510



(当中間会計期間)(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては中間期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

株式 256,367 384,097 127,730

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式 16,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 2,408

計 18,408



(前事業年度)(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について

減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

株式 256,069 352,779 96,710

内容 貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式 16,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 2,408

計 18,408



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ １株当たり中間純損失(△)又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社は、借入金の一部について金

利変動リスクをヘッジする目的で、

デリバティブ取引を行っております

が、当該取引については、「金融商

品に係る会計基準」に基づき、ヘッ

ジ会計が適用されますので、デリバ

ティブ取引関係の注記はしておりま

せん。

該当事項はありません。 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 持分法を適用した場合の投資損益

については、関連会社がないため記

載しておりません。

同左 同左

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 356円32銭 58円00銭 395円62銭

１株当たり中間純損失(△) 
又は当期純利益

△32円44銭 △340円56銭 1円19銭

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間純損失(△)又は 
当期純利益(千円)

△256,742 △2,692,788 9,464

普通株主に帰属しない 
金額(千円)

― ― ―

普通株式に係る 
中間純損失(△)又は 
当期純利益(千円)

△256,742 △2,692,788 9,464

普通株式の期中平均 
株式数(千株)

7,912 7,906 7,910

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第42期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日
東海財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月16日

株式会社すみや 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社すみやの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期間(平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社すみやの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

(追記情報） 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、前事業年度は当期純利益を計上したが、過去に大幅な当期

純損失を計上したことを主要因として、直近３事業年度で現金及び現金同等物が大幅に減少している。加え

て、長期債務の短期債務への切り換えが増加し、その結果、資金残高に比して流動負債たる借入金残高が多

額となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中

間財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

静岡監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  靖  平  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  八  木  達  博  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

株式会社すみや 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社すみやの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社すみやの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

（追記情報） 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、過去に大幅な損失を計上したことを主要因として、平成

16年３月期までの３事業年度で現金及び現金同等物が大幅に減少しており、資金残高に比して短期借入金残

高が多額となる状況にある。また、固定資産の減損会計の導入に伴い多額の減損損失が発生し、純資産が大

幅に毀損した状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画

等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

静岡監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  靖  平  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  八  木  達  博  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており



 
ます。
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